
様式第６ 号（第４ 条関係）
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大崎ｍＴＲ

①（ふり がな）
－一一－ －一一

氏４５
（法人名 等）

者　　 ③生年Ｊ≡１日

配
偶

者
等

⑦（ふり がな）
Ｓ肖 ＳＳ 一回 回Ｓ 回Ｓ 回回 Ｓ回 回Ｓ ａ回 ＳＳ

氏名

⑧職業

⑩　児・の兄４等
（１８歳に達する 日以後の最
初の ３Ｕ ３１ 日を経過 した後
２２歳に 達す る日 以後の最初
の３ Ｊ１ ３１ 日ま での間にある

き）

⑨　リｉ１　童

東　靖Ｒ

昭和

平成

⑩請求者の加入している
む的年金制度の種別

殿

ア． 被用者

氏も

八才１

④職ｌａ
ア． 被ｍ者
イ． む務員

ウ． 被ｍ者等でない者

イ． ぬ務員（勤務先：

（表面）

見■手ｉ　現況届

ｉ

②性■　　１１３　・　 女　 Ｊｋる事・
務Ｓｉの所在丿自）

⑤ｓ偶者　；ｆｆ　・　 無　 優詔髞

⑨皿
（⑥と異なる場合）

ウ． 披■者ｓでない老　摩昌Ｊは

続柄 監護相苞　生計費負担　回ｇ ・別居生年月日　　のｌｉ無　　　のｌｆＳ　　　の・

平
成

平
４

有・ 無　　 有・ 無　　 回・・

有・ 無　　 有・ 無　　 回・ ＭＩ

続柄　 生年Ｊ１ 日　 ・ｎのｌｆ無　 生白９１４奈

政
和
　
　

成
和

平
令
　
　

平
令

成
ね
　
　

４
和

平
令
　
　

平
令

ア。 厚生年金保険　　　　　　　　　イ
奈な下の共済組合の組合員である場合は　ウ
括Ｓ ＦＺＩに○を兄入 して くだ さ，い。
Ｏ　 私立学校教職員共済
Ｏ　 国家む務員共済
Ｏ　 ｔ方む務ａ等共済

有・無

有・無

有・無

有・無

国民年金
その他（

Ｅ
・

四
　
　Ｅ・

四
　
　Ｅ・

″
　
　
　

Ｅ
・
四

（上側と 異なる場合に記入 して くだ さい）

（上欄と異なる場合に記入して ください）

海外留学をしている
場合のＭｊ国年ｊｊ

令
和

令
和

年　　夕１

年　　Ｊ＝１

回居 ・別居　海外留学をしている
の■　　　 ４合のａｌ国年Ｊ≡ｌ

同・別

同・別

回・別

回一別

令
和

令
和

令
和

令
和

⑩所得の状Ｒ

年　　ＪＩ

年　　 ＪＩ

年　　ＪＩ

年　　ｊｌ

令和

（請求者）

（配ｆｌｌｌ者）

令和

提出 年Ｊ１日

電話

・受付確認年 Ｊ１日

令れＩ　　・

【注意１

⑩・・の兄姉■と の「ＳＩＳｉ関■の有 Ｓ」 「ＩＥａ十ｌｔａｌ目のお無」が
ー

いずれも「有」の場合は、 本請求書と併せて「監護相当・・計費の負担

についての確認書」をご提ｉください。

（⑩！ｌｉ！・のＲＳｉｌと⑩・まの台社人■が３人ｊａ上の１台に・る。）

住所
（Ｓり居の場合）

年５ｙ所得額

○　 ・・のＵＥ■ をよ くａんでから ａａ入し てく ださ い。　 ※ｍの・ は、 Ｒ入 しな いで くだ さい。字 は、 楷書 （かいし よ） では っき り書いて くだ さい。

Ｐ］

円

奈児童と の関係で。
該肖 する ＪＩ合に○印

・未成年後見人
・父母指定者
・同居父母

・未成年後見人
・又母指定者
・同居父母

・未成年後見人
・父母指定者

・同居父母

・未成年後・入
りと４指定者
・同居父母

第３子以降の
場合にＯｍ

（ＪＩ□３０，０００円）

３歳未満の
場合に○日１

（月額１５，０００円）

算定対象に
○印

儡昌、　手肖夕１額
（ＪＩ額）０，０００円）

円

（Ｍ額３０，０００円）（ＪＩ額１５，０００ＦＩ） （ＪＩ額１０，０００ＰＩ）

り１ 額３０ｊ００ＰＩ）り１額１５，０００円） （ＪＩ額１０，０００Ｈ）

円

（ＪＩ額３０，０００円） （ＪＩ額１５，０００円） （Ｊｌｉ１１０．０００Ｐｊ）

Ｆｌｊ

ＰＩ

合計金鼈

円



（裏面）

注意

１　 児童手葹の受給者は、 ６Ｊ１１ 日から回Ｊ≡１３０日 までの回に、 本年 ６Ｊ≡１ １日の現Ｒについて、 この・を提日ｊしてく ださ い。 この期間中に提出しないと児童手当の支払がきし止められるこ とか
あり ます。

２　 ①の欄は、受給者が個人である場合はＫあを、法人である場合は法人あＲび代表者Ｒ名をＥ入して ください。

３　 ⑥のＳは、受給者が個人である場合は住ＲＳ上のを所を、 社人である場合は圭たる事務所のｙｇｉを加１を上戮にＥ入してく ださ い。 また、・給者が・人であり 、本年１ １１ 日にきの市１１ｆ村（

４き・Ｋを含みます。 ＪＪ下Ｗ亂です。 ）に住所をｌｆしていた場合は、当該を所を下ＳにＥ入してく ださ い。
４　 ②、 ③、 ④、 ⑤、 ⑥まび（ｎ）のＳは、 受給者がま人である場合はＥ入する必要はありません。

５　 ⑦、 ⑧、 ⑨‾ｋび⑥の和は、２ 人Ｊ２え上でＲ・を養鵞（・護 し、 かつ、生計を回じくするかまたは生ｉＨ・を・１なするこ とをいいます。猖、下回・です。） している場台にお人してく ださ い。 「髱

偶者等」 とは、・・を養育をす る・ａ者、未成年後見人等をいいま す。 なお、配偶者には、児・を懐胎 した 当時婚姻のｉｌｌＢを して いないが、受給者 と事実上婚姻回係 と回様の事情にあ った

者を含みます。
（９）のＳは、ＳＳ者・かきの市ｍＴ村にを所をｌｆする１台にＲＲ票上の住所を上珮に甃入 して ください。ま た、 ＥＢ者・が本年１ １１ 日に上欄と異なる市ｍｆ村にを所を有していた場合は、当

該住所を下欄に記入してく ださ い。

６　 ⑩の欄は、⑨の和に記載す る児童の兄姉等の うち、

てく ださい。
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つい て、 記入し

７　 ⑩の 「回護相 １の ｌｆ無」 の欄 は、 ＥＳ にれ１肖 する 日常生き上の世ＭＸび心要な保護を して いる 場合 には、お を○で囲 んで くだ さい。

８　 ⑩の 「生計費の負杜！の有無」 の欄は、 ⑩の欄にＥ藏した子が受給者の収入によ り子の日常生活のを部又は一Ｓを営んでおり 、かつ、 これを夕こく とｌｉ常の生活水準を維１ぶするこ とができ
ない場合には有を○で回んでく ださ い。 例えば回居であって子の学費や家賃 ・食費等の４Ｅ計費の一部を親が負っている場合、Ｓｇであって親が手費や生計費の一部を仕きり している場合

等が該ｉ しま す。

９　 １８歳に達する日な後の最初の ３ｊ１３１日 を経過した後２２歳に達する日な後の最初の ３Ｊ≡１ ３１ 日までの間にある子が海外に留学している場合には、 ⑩の 「海外留学を している場合の１Ｂ国年」≡ｌ」
の翻 に、 いつから 留学 して いる か（ 出ｌ した年万 ）をＥ入 して いく ださ い。

１０　⑨の欄は、受給者が養育する１８歳に達する日以後の最初の３　ｊｊ ３１日皿について、記入してく ださい。

１１　 ⑨の 「生計関係」 の襴は、 次に よっ て記入してく ださ い。
ア　 「回一」 は、 児童が受給者白身の子である場合や受給者が未成年後１１人又は又Ｊｌ指定者である場合で、 受給者がその児童と生計を回じくしていると きに○で回んでく ださい。
イ　 「維持」 は、 児童が受給者 自身の子でな い場合で、受給者がその児童の生計を維持してい ると きに○で囲んでく ださ い。

１２　⑩の欄はいＵ）の椢に ３歳に満たない又童がいる受給者に・り 、本年６ Ｊ≡１１ 日にお、けるむ的年・制度の加入状Ｓについて、 次によりＥ入 して くださいｏ
ア　加入しているか的年金制度について、「ア」 から 「ウ」までのいずれか該当するものを○で囲んでください。
「ウ」を○で回んだ４合は、（　）内にその年金のもＳをＥ入してく ださい。

イ　 「ア」を○で回んだ」９合で、 第回Ｒ被保険者‾丈は高齢を・加入被４３１１険者（ これらのきが保険う１４を自らを額ａｍ している場合にほ ります。 ）である とき は、 ｉ該・のか白 に「回稲」又は
「高任」 とお人してく ださい。

１３　⑩の襴は、請求者・び・Ｓ者のボ「年「 １」≡１ から ５Ｊ≡１ までのＪＩ夕については、 ｇ万年をいいます。） の所得についての市踟‘村Ｒ税又は特・ＫＲ税のＷ皿額、 ｉａ職所得・額、 ＬＩ」林所得・

額、 土地等に係る事Ｓｙｇｉ得Ｓの金額、ｊｌ期譲渡ｙｇｉ得金額Ｘび覧期譲渡所得金額 （諂渡ｙｇｉ得に係る特・控ほを受けた場合は、 その額をＭ！ほした額）並びに先物取り｜に５る雑所得さの金額、特
例・ｍｆｑ子・のＳ、 ９例・ＭＩＳ肖・のＳ、条６・ＲＮ子１１の額並びに条皿４の額の合計額をＥ入して下さい。

き事実をむ簿等（マイナンバー制度による情報１１携を含みます。 ）によって市ｍｆＨＪｌ（特ｌリＫのＥＫａを

する場合は、 そのＲｊｔのＵＥＲＭの察し又はをＲＭＥ執事項ＩＥ・書であって、そのＥ童が世帯主である場合にはそのき、 その児まがｔｔ僭主

日本国ｌｊｉｌに住所を有しな くなった日の前日までりＩ き続き３年を超えて日本国ＦヌＩＩ にを所を有し、教育を受けるこ とを目的として外国にｇＵＥ

ｇしている場合は、受　者のその兒ＪＲにヌｔする養育の状況を１１！ｊ らかにすることができる書類かにすることができるｌ類
にす るこ とができ る書類
との養育関係まび受給者とその児まとの養育関係を１１１１らかにすることができる書類 （受給者が未成年後ｇ人又は又ｊｌ指ｉｌ者である

つい ての市Ｒｆ村Ｒのを回書

こついての確認書
夕１ヽに留学 して いる場合 は、 １該子が 日本 国「ち１ に住所を有し なく なった
こと を回 らか にす るこ とができ る書類

罰考

１． 必要があるときは、所用の変更又は調整を加えることができる。

２． 受給資格者に周知することによ り、 注ｔ事項を省略することができる。
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お り き事実をむ簿等（ マイ ナンバー制度によ る情報：

する場合は、 そのＲｊｔのＵＥＲＭの察し又はをＲＭＥ執事項ＩＥ・書であって、その

日本国ｌｊｉｌに住所を有しなくなった日の前日までりＩき続き３年を超えて日本国ＦヌＩＩ に、

ｇし てい る場合は、受　者のその 兒ＪＲに ヌｔする養育の状況を １１！ｊ らか にするかにすることができるｌ類
にす るこ とができ る書類
との養育関係まび受給者と その児ま との養育関係 を１１１１ら かにする こと がで

と 的 て

ることがで

してい


